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事業の目的

CLTパネル工法においては、構造特性係数Dsの下限値が最大0.75と他
構造と比べて高いことや、終局性能を検討する際の減衰性能を適切に考
慮されていないといった課題が指摘されている。このため、これまでの
知見も踏まえた基準の合理化が必要である。

本事業では、CLTパネル工法の建築物を対象とした仕様規定ルート及
び構造特性係数Ds等の合理化について検討し、基準の見直しに資する技
術的資料をまとめる。
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実施体制

（ハ）仕様規定案のとりまとめ

CLTパネル工法建築物の仕様規定ルートの基準整備及び
構造性能に関する検討委員会

全体の取りまとめや検討結果について審議を行う

（ロ）ルート3合理化検討ＷＧ

CLT パネル工法の構造規定のうち、Ds の上限の下限
値の緩和や減衰性能を考慮する方法について、既往研
究を整理するとともに、解析等の検証を行う。

共同研究機関
国立研究開発法人建築研究所

事業者
公益財団法人日本住宅・木材技術センター

共同研究委員会・ＷＧ
の運営

・委員として参画
・実験の実施

委 員 ：学識経験者、研究機関
国土交通省国土技術政
策総合研究所

協力委員 ：国土交通省住宅局
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：構造設計実務者
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ルート３合理化の検討

・基本方針

・Dsの評価方法

・等価１自由度系の必要性能

・層間変形角による制限値の検討

・2Dフレームモデルによるケーススタディ

・変形能力を確保する仕様の検討

・まとめ
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現状のDs設定方法と課題
CLTパネル工法では、告示第八第二号に部材仕様に対応するDs（仕様Ds）が定められている。こ

れに適合しない場合は、Dsを0.75以上の数値とするか、特別な調査または研究に該当する措置とし
て、荷重増分解析によるDs（計算Ds）により評価する必要がある。

一方で鉄骨造や鉄筋コンクリート造など他工法において、構造特性係数Dsは部材種別やその耐力
割合によって段階的に設定されており、最も脆性的な破壊形式のものでも最大で0.55となっている。

CLTパネル工法｜告示第八第二号

イ.耐力壁は小幅・大版①・大版②のいずれか
ロ.耐力壁の長さは90cm以上。
ハ.開口部の幅は70cm以上4m以下。
ニ.引張接合部は所定の変形能力を有する。
ホ.垂れ壁パネルの脱落防止措置（欠き込み、受け材等）を講じる。
ヘ.床パネルの脱落防止措置（受け材等）を講じる。
ト.耐力壁-基礎引張接合部の先行降伏を確認する。

数 値耐力壁の構造
0.4小幅パネル架構、大版パネル架構①
0.55大版パネル架構②

この表において、Dsを計算する階における耐力壁の構造について、
異なる区分のものが混在する場合は、0.55を当該階の数値とする。

上記のイ～トに適合しない場合は、0.75以上の数値としなければ
ならない。ただし、特別な調査又は研究の結果に基づき適切な評
価を行う場合は当該算出によることができる。

例.鉄筋コンクリート造のDs
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検討方針
• C0=0.55相当の耐力を有する建物の地震時応答を安全限界変形角以内に収める条件として、建物

の減衰性を考慮に入れた評価方法により、等価１自由度系の必要塑性率を検討する。
• 通常の保有水平耐力計算の中で、各階の層間変形角を制限することによって、等価１自由度系

の塑性率を担保することを考え、その変形角制限値を検討する。
• 2Dフレームモデルを用いたケーススタディにより、制限値の妥当性を検証する。
• 安全限界変形角に対応する各部の変形能力を検証する。

イ：耐力壁は小幅・大版①・大版②のいずれか

ロ：耐力壁の長さは90cm以上
ハ：開口部の幅は70cm以上4m以下
ニ：引張接合部は所定の変形能力を有する
ト：壁-基礎引張接合部の先行降伏

第八第二号｜ロ・ハ・ニ・ト

第八第二号｜イ

Ds=0.55Ds=0.40

ホ：垂れ壁パネルの脱落防止措置
ヘ：床版・屋根版の脱落防止措置

第八第二号｜ホ・ヘ

Ds=0.75以上
計算Ds

条件

Ds=0.55

(1)小幅・大版① (2)大版②

・塑性率
・変形角
・部材仕様
など

検討項目

等価１自由度系の必要塑性率

1次設計時の変形角制限の検討

2Dフレームモデルによるケーススタディ

変形能力を確保する仕様の検討

Dsの設定イメージ

標準的架構（小幅、大版①、大版②）を対象として、一部の仕様規定を外れた場合でもDs=0.55とで
きる条件を整理する。
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等価１自由度系の塑性率μとDsの関係を用いて、Ds=0.55とするための必要塑性率を検証する。
以下の２種類を対象とする。

𝐷௦ =
𝐷௛

2𝜇 − 1

𝐷௛ =
1.5

1 + 10ℎ

𝐹௛ =
1.5

1 + 10ℎ

JSCA法
限界耐力計算に基づく応答値と対応するμ-Ds関係

エネルギー一定則
従来のエネルギー一定則の分子に、減衰による
応答低減率を見込んだμ-Ds関係
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加速度一定 速度一定

Δs : 等価一自由度系の代表変位（=安全限界変位）
Fh : 減衰による加速度低減率（等価一自由度系の減衰定数による）
p : 階数による調整係数
Rt : 昭55建告第1793号による振動特性係数
Rm : 安全限界時の有効質量比
A0, V0, Ga, Gv : 地盤種別に応じた係数
g : 重力加速度
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1層が安全限界変形角Rsに達し、最上層がaRsで中間
層は線形（台形分布）として、下式により設定する。

※CLT設計施工マニュアル付録１「振動台実験における耐震性能・損傷状態」

減衰の評価式Dsの評価式
検討
ケース

ℎ① = 0.2 1 −
1

𝜇
+ 0.05JSCA法①

ℎ② = 0.2 1 −
1

𝜇
+ 0.10JSCA法②

ℎ③ = 0.05エネルギー一定則③

ℎ④ = 0.1エネルギー一定則④
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層間変形角分布 水平変位分布

𝑅௜ =
1 − 𝑎 𝑁 − 𝑖

𝑁 − 1
+ 𝑎、𝛿௜ = 𝑖ℎ𝑅௦ 1 −

𝑖 − 1 1 − 𝑎

2 𝑁 − 1

変形角分布
JSCA法の場合、安全限界変形角と各層の変形角分布がパラメータとなる。

いずれも全体崩壊形と見なせる変形分布を対象とする。特定層に変形が集中する層崩壊形は
対象外とする。

減衰
内部粘性減衰を5%、10%とした場合の2パターンで検証した。過去の振動台実験の結果から、
小振幅領域でも等価減衰定数heqが10%程度あることが確認されている。



①JSCA法_a=0.2

①JSCA法_a=0.4

①JSCA法_a=0.6

①JSCA法_a=0.8

①JSCA法_a=1

③エネルギー一定則_h=0.05

目標Ds0.55

②JSCA法_a=0.2

②JSCA法_a=0.4

②JSCA法_a=0.6

②JSCA法_a=0.8

②JSCA法_a=1

④エネルギー一定則_h=0.1

目標Ds0.55

等価１自由度系の必要塑性率
令和6年度

建築基準整備促進事業成果報告会
Ｓ４２. CLTパネル工法建築物の仕様規定

ルート基準整備及び構造性能に関する検討

必要塑性率
減衰評価式Ds評価式No.

N=8、Rs=1/75N=5、Rs=1/45N=3、Rs=1/30

1.51～3.191.45～2.991.29～2.45ℎ① = 0.2 1 −
1

𝜇
+ 0.05JSCA法①

1.00～1.521.00～1.451.00～1.26ℎ② = 0.2 1 −
1

𝜇
+ 0.10JSCA法②

2.152.152.15ℎ③ = 0.05エネルギー一定則③

1.421.421.42ℎ④ = 0.1エネルギー一定則④

等価１自由度系の必要塑性率（Ds=0.55、変形角分布a=0.2～1.0）
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μ-Ds関係の比較（JSCA法vsエネルギー一定則）

階数：N=3、Rs=1/30

ケース①
ケース③
（減衰5%）

ケース②
ケース④

（減衰10%）

階数：N=5、Rs=1/45 階数：N=8、Rs=1/75

階数：N=3、Rs=1/30 階数：N=5、Rs=1/45 階数：N=8、Rs=1/75

階高：3.5m、質量分布mi:mN=1:0.7、地盤種別：第2種地盤、Rt=1.0
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𝑅଴.ଶ =
0.2

𝜇 ȉ 𝐷௦
ȉ 𝑅௦

1次設計時と安全限界時の最大層間変形角の関係（R0.2-Rs関係）

ここで、
𝑅଴.ଶ：1次設計時（C0=0.2）の最大層間変形角
𝑅௦：安全限界変形角
𝜇：等価１自由度系の塑性率

前提条件
• 1次設計時と安全限界時の変形角分布が相似形と見なせる
• 損傷限界時と1次設計時の等価剛性が等しい

𝐷௦ ȉ
𝑔 ȉ 𝑅௧
𝑅௠

𝐴

Δ
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𝜇 =
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代表加速度-代表変位関係
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ベースシア係数-最大層間変形角関係

0.2 ȉ
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∆ௗ

損傷限界

安全限界

1次設計

損傷限界

安全限界

1次設計

𝜇 ≓ 𝜇′

𝑅଴.ଶ =
0.4

1ଶ

0.55
+ 0.55

ȉ 𝑅௦ = 0.1689𝑅𝑠 → 𝑅௦ = 6 ȉ 𝑅଴.ଶ

𝑅଴.ଶ =
0.4

0.75ଶ

0.55
+ 0.55

ȉ 𝑅௦ = 0.2543𝑅𝑠 → 𝑅௦ = 4 ȉ 𝑅଴.ଶ

エネルギー一定則、減衰5%（検討ケース③）の場合

エネルギー一定則、減衰10%（検討ケース④）の場合

𝑅଴.ଶ =
0.4

𝐷௛
ଶ

𝐷௦
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ȉ 𝑅௦

R0.2-Rs関係
（エネルギー一定則の場合）
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1.5

1 + 10ℎ
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1次設計時の変形角R0.2(rad)階数
N

減衰評価式Ds評価式No.
Rs=1/30Rs=1/45Rs=1/50Rs=1/75Rs=1/100

1/1511/4721/6941/14131/18843

ℎ① = 0.2 1 −
1

𝜇
+ 0.05

JSCA法
（a=0.5）

① (1/106)1/2621/3471/14471/29375

(1/68)(1/148)(1/182)1/4591/10868
1/841/2131/2851/5171/6903

ℎ② = 0.2 1 −
1

𝜇
+ 0.10

JSCA法
（a=0.5）

② (1/62)1/1411/1781/5241/8915
(1/38)(1/87)(1/107)1/2441/4858

1/1781/2671/2961/4451/592-ℎ③ = 0.05エネルギー
一定則

③

1/1181/1771/1971/2961/393-ℎ④ = 0.1エネルギー
一定則

④

0

0.001

0.002

0.003

0.004

0.005

0.006

0.007

0.008

0.009

0.01

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025 0.03 0.035 0.04

R0
.2
[r
ad
]

Rs[rad]

1/800

1/400

1/200

1/150

1/120

1/301/401/501/751/100

Ds=0.55固定
内部減衰5%

0

0.001

0.002

0.003

0.004

0.005

0.006

0.007

0.008

0.009

0.01

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025 0.03 0.035 0.04

R0
.2
[r
ad
]

Rs[rad]

1/800

1/400

1/200

1/150

1/120

1/301/401/501/751/100

Ds=0.55固定
内部減衰10%

Ds=0.55
階数N=3,5,8
変形角分布a=0.5,1.0
階高：3.5m、
質量分布mi:mN=1:0.7、
地盤種別：第2種地盤、
Rt=1.0

Ds=0.55と1次設計時と安全限界時の最大層間変形角の関係（R0.2-Rs関係）

※ は安全限界変形角が階数に応じた上限値（CLT設計施工マニュアル）と対応するケースを示す。
※ （）付きは安全限界変形角が階数に応じた上限値（CLT設計施工マニュアル）を超えるケースを示す。

ケース①、ケース③（減衰5%） ケース②、ケース④（減衰10%）

1次設計時の変形角制限値一覧
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要求性能

エネルギー一定則(h=0.1、Dh=0.75)

Dsの設定手順
1. 1次設計時（C0=0.2）に部材が許容応力度以内であることを確認する。
2. 1次設計時（C0=0.2）の最大層間変形角R0.2を確認する。
3. 最大層間変形角が4×R0.2以上となる任意の時点をDs算定時とする。
4. Ds算定時に全体崩壊形であること、脆性的な破壊が生じていないことを確認する。
5. Ds算定時よりも小さい任意の変形角をクライテリアに設けて、保有水平耐力を決定する。
6. 必要保有水平耐力をDs=0.55として算定し、保有水平耐力が上回ることを確認する。

以上の検討を踏まえ、安全限界変形角に応じた柔軟な要求性能の一例として、減衰10%のエネル
ギー一定則をベースに、Ds算定時を1次設計時の4倍の変形角（ 𝑅௦ = 4 ȉ 𝑅଴.ଶ）としたDsの設定フ

ローを提案した。これは等価減衰定数heqが10%程度あり、応答スペクトルの低減係数Fh=0.75が見
込めるとした考え方であり、現行の最大Ds=0.75としていることとの連続性が保たれる。

𝑅௦ = 4 ȉ 𝑅଴.ଶ

𝐷௦ =
𝐷௛

2𝜇 − 1

𝑅଴.ଶ =
0.2

𝜇 ȉ 𝐷௦
ȉ 𝑅௦

変形角制限により得られる性能のイメージ
→1次設計時の4倍の変形角までの変形能力を確保する

Ds=0.55、h=0.10

エネルギー一定則の仮定

層間変形角の制限
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引張接合部

壁‐基礎引張

壁‐壁引張

壁-床

構造モデルの構成
• 2Dラーメンフレームモデル
• 階数：3,5,8
• 階高：3.5m
• スパン：2スパン
• 耐力壁長Lw=2.0m
• 開口幅Lo=4.0m
• 垂れ壁せい：0.5m、1.0m
• 直交壁考慮
• 剛床

要求性能の妥当性を2Dのフレームモデルで検証する。

長期荷重
壁長さ当たり軸力が20kN/m

水平荷重
Ai分布で水平力を算出

引張金物の性能
R5年度CLT標準設計事業にて採用した金物
A.Bolt：1-M48(ABR490)

壁-基礎 壁-壁

条件A
1次設計時の変形角：R0.2=1/400rad
安全限界変形角：Rs=1/100rad
変位分布：a=0.5以上

条件B
1次設計時の変形角：R0.2=1/200rad
安全限界変形角：Rs=1/50rad
変位分布：a=0.5以上

条件C
1次設計時の変形角：R0.2=1/120rad
安全限界変形角：Rs=1/30rad
変位分布：a=0.5以上

それぞれの架構条件で1次設計時の最大層間変形角が下記の要求性能を満足するように、重量を調整した３
つのモデルを作成する。各条件で設定した安全限界変形角時に各部の変形能力は確保されているものとする。
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限界耐力計算による応答予測Ds算定時

1次設計時
の変形角

条件
垂れ壁
せい

階数
検討Ⅱ検討Ⅰ変形角耐力

ℎ② = 0.2 1 −
1

𝜇
+ 0.10ℎ① = 0.2 1 −

1

𝜇
+ 0.05Rs=4 R0.2Ds=0.55

RrespRrespRsQu/QunR0.2-hwN

1/1901/1211/1001.49R0.2=1/400A

0.5m3 1/541/441/500.96R0.2=1/200B

1/401/311/300.65R0.2=1/120C

1/1221/861/1001.29R0.2=1/400A

1.0m3 1/541/421/500.91R0.2=1/200B

1/401/301/300.67R0.2=1/120C

1/1861/961/1001.47R0.2=1/400A

0.5m5 1/571/461/501.20R0.2=1/200B

1/461/371/300.78R0.2=1/120C

1/1321/871/1001.36R0.2=1/400A

1.0m5 1/581/471/500.96R0.2=1/200B

1/441/351/300.73R0.2=1/120C

1/1091/771/1001.33R0.2=1/400A

1.0m8 1/691/551/500.96R0.2=1/200B

1/541/421/300.71R0.2=1/120C

ケーススタディの結果一覧（応答予測との比較）

内部減衰を10%見込むことができれば、Rs=4×R0.2の設定は安全側の設定となる
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幾何学的な関係から決まる各部の必要変形能力

B:壁-基礎接合部
𝛿௨ = (𝑑 − 𝑥௡) ȉ 𝜃௝
𝑑 = 0.9𝐿௪とし、
安全側に部材の弾性変形分を無視して𝜃௝ = 𝑅௦
𝑥௡ = 0とすると
𝛿௨ = 0.9𝐿௪ ȉ 𝑅௦

A:壁-垂れ壁接合部
安全側に部材の弾性変形分を無視して

𝜃௨ = (1 +
𝐿௪
𝐿௢
) ȉ 𝑅௦

𝛿௨に上限を設ければ、
壁幅と開口幅の関係から垂れ壁せいの上限が決まる

ℎ ≤
𝛿௨
𝜃௨

塑性化要素

弾性要素

※赤字部分は現行規定のδu=40mmを超える部分

/2 /2

壁-基礎引張接合部δu[mm]

1m 1.5m 2m 2.5m 3m
1/30 30 45 60 75 90
1/40 23 34 45 56 68
1/45 20 30 40 50 60
1/50 18 27 36 45 54
1/60 15 23 30 38 45
1/75 12 18 24 30 36
1/100 9 14 18 23 27

壁幅Lw安全限界
変形角

垂れ壁せいの上限h[mm] Lo= 2 m

1m 1.5m 2m 2.5m 3m
1/30 600 514 450 400 360
1/40 800 686 600 533 480
1/45 900 771 675 600 540
1/50 1000 857 750 667 600
1/60 1200 1029 900 800 720
1/75 1500 1286 1125 1000 900
1/100 2000 1714 1500 1333 1200

安全限界
変形角

壁幅Lw

垂れ壁せいの上限h[mm] Lo= 4 m

1m 1.5m 2m 2.5m 3m
1/30 720 655 600 554 514
1/40 960 873 800 738 686
1/45 1080 982 900 831 771
1/50 1200 1091 1000 923 857
1/60 1440 1309 1200 1108 1029
1/75 1800 1636 1500 1385 1286
1/100 2400 2182 2000 1846 1714

安全限界
変形角

壁幅Lw

※𝛿௨ = 30𝑚𝑚とした。

A

A

A

B B
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• 標準的架構（小幅、大版①、大版②）を対象として、一部の仕様規定を外れた場合
でもDs=0.55とできる条件を整理した。

• 限界耐力計算に基づく手法（JSCA法）では、階数や変形角分布の設定にもよるが、
大地震時の応答変形を1/100rad以内に抑えるために、1次設計時に1/1500～
1/3000radとかなり厳しい変形角制限が必要になる場合があることが分かった。

• エネルギー一定則で減衰を10%まで考慮すれば、1次設計時の変形角は1/300～
1/400radで可能となり、現実的な範囲に収まることが分かった。

• 安全限界変形角に応じた柔軟な要求性能の一例として、減衰10%のエネルギー一定則
をベースに、Ds算定時を1次設計時の4倍の変形角（ 𝑅௦ = 4 ȉ 𝑅଴.ଶ）としたDsの設定フ

ローを提案した。

• Ds算定時の妥当性を2Dフレームモデルのケーススタディにより検証し、内部減衰を
10%とした限界耐力計算の応答予測よりも安全側になることを確認した。ただし、内
部減衰5%とした限界耐力計算の応答予測よりは危険側となる場合があることを確認
した。

• 安全限界変形角Rsと対応する形で、各部に必要となる変形量を試算した。


